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栃木県内の下水道事業における、下水道使用料の基本使用料の状況は以下の

とおりです。 

基本水量が 10 ㎥の自治体に関しては、那珂川町が突出して高い（1,450 円）

ものの、その他の自治体は 1,000～1,300 円の範囲に収まっており、その中で

も塩原地区は低い水準にありますが、黒磯地区と西那須野地区については、中

間的な水準にあるといえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1.1 栃木県内における下水道使用料の基本使用料の状況 

１．基本使用料に関する県内市町村の状況 
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※基本水量は、特筆されている

自治体以外は10㎥）

自治体名 基本水量（㎥）
基本料金（税抜）

（単位：円）
自治体名 基本水量（㎥）

基本料金（税抜）
（単位：円）

黒磯地区 10 1,165 さくら市 10 1,100

西那須野地区 10 1,100 那須烏山市 10 1,250

塩原地区 10 1,000 下野市 0 650

宇都宮市 10 1,100 上三川町 10 1,000

足利市 8 850 益子町 10 1,200

栃木市 10 1,260 茂木町 10 1,200

佐野市 10 1,000 市貝町 10 1,200

鹿沼市 10 1,100 芳賀町 10 1,143

日光市 5 600 壬生町 10 1,260

小山市 10 1,048 野木町 10 1,100

真岡市 10 1,200 高根沢町 10 1,000

大田原市 10 1,100 那須町 10 1,200

矢板市 10 1,200 那珂川町 10 1,450
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使用料算定期間における使用料収入とは、改定後の使用料体系が目標とする

使用料収入です。 

第５回審議会では、事務局が４つの使用料収入案を提示し、Case1 と Case2

に絞り込んだものの、この２つの案についての比較資料が不足していたため今

回、負担額の差が把握できる資料を改めてお示しいたします。 

使用料改定案は、今後も詳細な設定条件を審議して頂く必要があり、現段階

では正確な負担増をお示しすることはできませんので、使用料算定期間におけ

る使用料収入を決定するための判断材料として、大まかな負担額を今回お示し

させて頂くものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第５回審議会で事務局が提示した４つの使用料収入案】 

Case1 使用料対象経費を全額使用料収入で賄う場合（使用料単価 150 円/m3） 

Case2 Case1 と Case3 の中間案（使用料単価 145.9 円/m3） 

Case3 全国公共下水道の平均単価(法非適用のみ・H24)（使用料単価 141.9 円/m3） 

Case4 現行使用料水準を維持する場合（使用料単価 137.9 円/m3） 

Case1 と Case2 について、今回概算の負担額を提示 

⇒使用料算定期間における使用料収入を審議・決定 

２．使用料算定期間における使用料収入について 
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表-2.1 使用料算定期間における使用料収入案 

（第５回審議会資料より） 

 

 

 

 

 

 

※( )内は現行使用料単価の場合(Case4)に対する増減 

 

今回は、現行の黒磯地区の使用料体系を基礎として使用料を算出し、負担額

を図-2.1 のとおりお示しいたします。 

今回お示しする案については、今後の審議を受けて、変更が生じることがあ

りますので御理解をお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

汚水処理費
(百万円)

目標使用料収入
(百万円)

基準外繰入金
(百万円)

黒磯 西那須野 塩原

4,518 0

(+364) (-364)

4,395 123

(+241) (-241)

4,274 244

(+120) (-120)

Case4 4,154 364 91.9% 0.0% △ 5.5% △ 1.5% 31.0%

地区毎の改定率

2.8% 7.1% 42.5%

△ 2.7% 1.4% 34.8%

0.0% 4.2% 38.6%

ｹｰｽ名
/項目

(平成29～32年度・累計)

経費
回収率

改定率

4,518

100.0% 8.8%

97.3% 5.8%

Case3

Case1

Case2

94.6% 2.9%

【使用料算定期間における使用料収入 検討のための使用料改定案】 

使用料収入 Case1 に対応する案 ⇒ 改定案１ 

使用料収入 Case2 に対応する案 ⇒ 改定案２ 
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図-2.1 使用料算定期間における使用料収入検討のための使用料改定案に

おける負担額 

 

市としては、今回の改定の大きな目的が、下水道事業の経営健全化に向けて、

経費回収率 100％及び基準外繰入金の解消を速やかに達成することであり、ま

た Case2（改定案２）との負担額の差もさほど大きくない（１、２％程度）こ

とを考慮し、使用料算定期間における使用料収入を Case1（改定案１）とさせ

て頂きたいと考えています。 
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【使用水量 単位：㎥/月】

改定案１

改定案２

【20 ㎥/月での負担額】 

改定案１：2,612 円 

改定案２：2,579 円 

［差：33 円］ 

【50 ㎥/月での負担額】 

改定案１：6,781 円 

改定案２：6,649 円 

［差：132 円］ 

【100 ㎥/月での負担額】 

改定案１：14,481 円 

改定案２：14,184 円 

［差：297 円］ 
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今回改定では、３地区の使用料体系を統一するため、今後の使用料体系のあ

り方も見据えた抜本的な使用料体系の見直しが必要であると考えられます。 

その際には、下記のような事項を留意する必要があります。 

 

（１）基本使用料による固定費の負担について 

維持管理費等の下水道事業の運営に係る経費は、大きく「固定費」と「変動

費」に分けられます。 

 

 

 

 

 

 

基本使用料は、利用者の使用水量の多寡に関わりなく発生する性質の収入で

あるため、固定費を基本使用料で賄うことが理想であるといえます。 

しかしながら、下水道事業の経費に対する固定費の割合は極めて大きいもの

であり、固定費の一部を基本使用料として賦課し、他は従量使用料として賦課

されているというのが、日本の下水道事業の一般的な状況です。 

３．使用料改定案の検討にあたっての留意事項について 

 

固定費…使用水量の多寡に関わりなく、下水道施設の規模に応じて固定的に必要と

される経費 

    （例：資本費、人件費の基本給部分など） 

変動費…使用水量の多寡に応じて変動する経費 

    （例：動力費など） 
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那須塩原市についても同様であり、平成 25 年度においては、使用料収入で

賄うべき経費（汚水処理費）のうち、固定費は約 8割を占めていますが、基本

使用料で賄えているのは、固定費の 38％にすぎません。 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.2 汚水処理費に対する固定費の比率（H25） 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.3 固定費（汚水処理費）に対する基本使用料による収入の比率（H25） 

単位：円

項 支出済額 固定費 変動費

一般管理費 157,537,665 147,215,189 10,322,476

水洗化促進費 2,348,555 1,463,460 885,095

水処理センター費 358,367,728 250,568,698 107,799,030

管渠管理費 39,012,352 33,730,895 5,281,457

流域下水道費 194,633,000 97,316,500 97,316,500

公債費 359,791,713 359,791,713 0

合計 1,111,691,013 890,086,455 221,604,558

80.1% 19.9%構成比率

固定費
80.1%

変動費
19.9%

基本使

用料
38%その他

62%

単位：円

項目 固定費 変動費
基本使用料によ
る収入

汚水処理費 890,086,455 221,604,558 340,848,000

固定費に対する基本使用料収入の比率⇒ 38.3%
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汚水処理費の固定費に対する基本使用料収入の比率を、今回改定で 100％と

することは利用者の負担の観点からは現実的ではありませんが、従量使用料に

過度に依存している現在の状況を少しでも解消するため、汚水処理費の固定費

に対する基本使用料収入の比率を「45％」と「50％」とした場合で試算し、次

回の審議会で改定案をお示しいたします。 

基本水量を現行と同じ 10 ㎥/月とした場合における、固定費負担率が 45％

及び 50％の場合の基本使用料は下表のとおりとなります。 

 

表-2.2 基本使用料の設定例（基本水量 10 ㎥/月と想定の場合） 

 

(税込) (税抜)

45% 1,672,766 1,372 1,247

50% 1,858,629 1,525 1,386

基本使用料

1,218,776
基本使用料による

固定費負担率
3,717,257

項目
基本使用料

充当額
（千円）

件数
H29～H32

（件）

固定費
H29～H32

(千円）
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（２）基本使用料の負担配分について 

 

前述のとおり、下水道事業の経費には、固定費と変動費が存在し、固定費は

基本使用料で賄うのが理想です。 

現行の下水道使用料における基本使用料のように、基本使用料が 1段階しか

存在しない場合に、固定費の全額を基本使用料で賄おうとすると、小口利用者

の負担額が大きくなってしまいます。 

そこで、固定費の全額を基本使用料で賄うような場合には、基本使用料によ

る負担を、使用水量に見合うようにするために、「基本使用料の複数化」を行

う必要があります。 

「基本使用料の複数化」の手法については、「水量による区別化」、「種類別

による区別化」、「口径別による区別化」等が考えられますが、現時点において

は、いずれの手法も事務的な理由から速やかな導入が難しい状況にあります。 

したがって、「基本使用料の複数化」の導入は今後の課題とし、今回改定で

は、固定費の基本使用料負担率に配慮しつつ、従来通り単一の基本使用料を設

定すること基礎とします。 
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（３）基本水量の設定について 

 

下水道使用料における基本水量については、使用水量の変動による使用料収

入の変動を軽減し、経営の安定化に寄与することを目的に設定されています。 

しかしながら、近年は、核家族化や節水型社会への移行等による使用水量の

減少等の理由から、基本水量の設定が利用実態にそぐわなくなり、基本水量を

切り下げたり、少量利用者への配慮から、基本水量を廃止する下水道事業も発

生し始めています。 

那須塩原市の下水道使用料における基本水量は 10 ㎥/月となっており、栃木

県内でも大部分の下水道事業では、基本水量は 10 ㎥/月となっていますが、1

ページの資料に示すとおり、栃木県内でも、基本水量を「8㎥」、「5㎥」、「基

本水量無し」に見直す事例が発生しています。 

また、那須塩原市の水道事業においても、平成 22 年度の料金統一において、

少量利用者の負担軽減を目的に、基本水量を廃止しています。 

 

表-2.3 那須塩原市水道事業料金 

13mm

20mm

25mm

30mm

40mm

50mm

75mm

100mm

150mm

《水道料金は、基本料金と従量料金の合計額です。》

20,485円

43,648円

従量料金

（１㎥当り）（２か月当り）

1,816円

メーター
の口径

基本料金

那須塩原市水道事業の区域

捨てます。

＋

75,453円

174,888円

20㎥までの分 ：

84円

20㎥を超える分 ：

174円30銭

※従量料金に1円未満

の端数が生じたと

きは、これを切り

2,625円

5,155円

7,381円

12,400円
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基本水量の設定について、特徴は下表のとおりです。 

 

表-2.4 基本水量設定の特徴 

項目 特徴 

①基本水量 10 ㎥/月 

◆利用者の節水に対する経済的な見返りは最も少ない。 

◆利用実績の観点からは過大な設定といえる。（水道事業

の利用実績 6.4～6.9 ㎥/月 ※H24 年度） 

◆現行下水道使用料体系が採用し、栃木県内でも多くの

下水道事業が採用。 

②基本水量 8㎥/月 
◆利用実績の観点からは妥当な設定である。 

◆足利市下水道事業で採用。 

③基本水量 5㎥/月 
◆利用実績の観点からは過小な設定である。 

◆日光市下水道事業で採用。 

④基本水量・設定無し 

◆利用者の節水に対する経済的な見返りは最も大きくな

りやすい。 

◆那須塩原市水道事業で採用。 
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（４）従量使用料の水量区分の設定について 

 

使用料体系については、固定費は基本使用料で、変動費は従量使用料で賄う

のが理想です。 

しかしながら、前述のとおり、固定費の基本使用料収入の比率を、今回の改

定で 100％とすることは現実的ではありませんので、次回の審議会では従量使

用料の水量区分の設定を下記のとおりとし、改定案をお示しいたします。

【従量使用料の水量区分について】 

①現行の黒磯地区・西那須野地区の使用料体系の水量区分を基礎とする。 

現行の黒磯地区及び西那須野地区の使用料体系で採用されている累進制を今

後も採用するため、この両地区の使用料体系における従量使用料の水量区分を

基礎とします。 

 

②大口利用者が該当する水量区分の追加 

今回改定では、３地区の使用料体系を統一します。 

①で述べたとおり、改定後の使用料体系は、現行の黒磯地区及び西那須野地

区の使用料体系を基礎としますが、大口利用者を多く抱える塩原地区も対象と

することから、大口利用者の利用状況も加味するものとし、大口利用者が該当

する水量区分を追加することを検討します。 

追加する水量区分は、現行の塩原地区の体系で最も大きな水量区分である

1,001 ㎥/月以上とすることを考えています。 

 

③小口利用者が該当する水量区分の追加 

今回改定では、基本使用料を増加することを検討していますが、その場合、

大口利用者に比べ、一般家庭等の小口利用者の負担増の比率が大きくなる傾向

となります。 

その対応策として、最も水量が少ない水量区分である 11～30 ㎥/月を分割し、

安い従量使用料単価を新たに設定することにより、一般家庭等の負担軽減を図

ることも視野に入れる必要があると考えられます。 
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（５）使用料改定案の取扱いについて 

 

使用料改定案を検討するにあたり、これまで議論していただいた基本使用

料、基本水量、従量使用料の考え方を総合的に反映し、現行使用料からの負

担増の割合を考慮しながら、検討する必要があります。 

次回審議会では、これらを加味した改定案をお示しいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


